
資料２

独立行政法人農林漁業信用基金平成２８年度年度計画（案）

独立行政法人農林漁業信用基金（以下「信用基金」という。）は、主務省より

指示された中期目標を踏まえて策定した中期計画を達成すべく、平成２８年度に

おいて、以下の年度計画に従い、業務を実施するものとする。

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 事業の効率化

(1) 事業費（保険金、代位弁済費、回収奨励金、求償権管理回収助成及び求

償権回収事業委託費）については、以下の点など支出の要否及び支出方法

等について検討し、効率化を期する。この場合、経済情勢、国際環境の変

化、災害の発生、法令の変更等外的要因により影響を受けることについて

配慮する。

・農業・漁業の信用基金協会（以下「基金協会」という。）との事前協議

の徹底、部分保証の実施による保険金支払いの低減

・引受審査の厳格化等による代位弁済の抑制

・サービサーの活用等による求償権回収については、費用対効果を検証し、

求償権回収事業委託費を効率的に支出

(2) 農業・漁業信用保険業務及び林業信用保証業務については、「第３ 財

務内容の改善に関する事項」に記載している引受審査の厳格化等、モラル

ハザード対策の取組を着実に実施する。

(3) 共済団体等に対する貸付業務については、信用基金の貸付けがセーフテ

ィネットであることを踏まえ、大災害時等の緊急的な対応を除き、信用基

金から共済団体等に対して、民間金融機関から融資を受けるよう促す。

(4) 林業寄託業務については、貸付枠を引き続き１７億円とするとともに、

寄託原資については、償還のあった寄託金を充てる。また、当該寄託金の

一部を長期借入金の償還財源に充てることにより、長期借入金（借り換え）

の抑制を図る。

(5) 農業信用保険業務及び漁業信用保険業務の対象資金については、「民で

できることは民で」という考え方を踏まえつつ、検討会において、これま

での検討結果を踏まえ、引き続き、検討を行う。

２ 信用リスクに応じた保証・保険料率の導入

農業信用保証保険業務について、農業における事業の特性を踏まえつつ、

借入者の信用リスクに応じた保証・保険料率の運用を農業信用基金協会等と

連携して平成２７年４月から開始したところであるが、今後の信用リスク評

価の精緻な計測に向けて、今年度からデータベース化を開始し、与信上のデ

ータの蓄積を行う。



３ 業務運営体制の効率化

(1) 業務の質や量に対応した組織体制・人員配置の見直しを行い、業務運営

の効率化を行う。

(2) 職員の能力の向上を図るため、研修計画に基づき各種研修を効果的に実

施する。

ア．養成研修

・新規採用研修

・一般職員研修

・課長級研修

イ．能力開発研修

・専門研修

ウ．法令遵守意識啓発研修

４ 経費支出の抑制

(1) 業務の見直し及び効率化を進め、すべての支出について、当該支出の要

否を検討するとともに、以下の措置を講じること等により、一般管理費（人

件費、租税公課及び特殊要因により増減する経費を除く。）の節減を行う。

① 役職員に対し、費用対効果などのコスト意識を徹底させる。

② 外部委託の推進を図るなど業務実施方法を見直す。

③ 部署別の予算配分、予算執行の期中管理など予算の適正な執行管理を

徹底する。

(2) 人件費（退職手当及び法定福利費を除く。また、人事院勧告を踏まえた

給与改定部分を除く。）については、政府における総人件費削減の取組を

踏まえつつ、適切に対応する。

(3) 給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め

役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、対国家公務員地域・学

歴別指数（地域・学歴別法人基準年齢階層ラスパイレス指数）が中期目標

期間中は、毎年度１００を上回らない水準とし、給与水準の適正化に取り

組むとともに、検証結果や取組状況を公表し、国民に対して納得が得られ

る説明を行う。

５ 業務実施体制の強化

内部統制の実施状況について、監事監査の重点事項として監査を受けた上

で、その結果等を踏まえてガバナンスを改善するとともに、業務実施体制の

強化のため、次の事項を実施する。

(1) 内部監査の充実

業務の適正化を図るため、内部監査規程及び内部監査マニュアルに基づ

き、監事と連携しつつ、内部監査年度計画に従い信用基金の各業務につい

て内部監査を適切に実施する。

また、内部監査の実施にあたっては、内部監査チェックリストを準備す

るとともに、指摘事項（要改善事項）の改善が速やかに図られるようフォ

ローアップを適切に実施する。



(2) 内部統制機能の強化

ア 理事長の意思決定を補佐するための役員会を開催する。

イ 理事長をトップとする内部統制委員会を開催し、モニタリングを実施

するなど内部統制を推進する。

ウ 業務の適正な執行を図るため、コンプライアンス・プログラムに基づ

き、外部の有識者の専門的知見も活用しつつ、コンプライアンス委員会

を中心にコンプライアンスの推進に向けた取組を適切に実施する。

特にコンプライアンス・マニュアルの職員への一層の周知に努めると

ともに、コンプライアンス・チェックの適切な実施・フォローに努める。

エ 外部有識者を委員に含むリスク管理委員会を開催するとともに、金融

業務に固有のリスクについては、できる限り計量化した上で統合的なリ

スク管理を的確に実施する。

オ 業務の適正化を図るため、部室が所掌する事務の自主的な点検及び職

員からの業務改善提案に対する取組を適切に実施する。

カ 目標管理を取り入れた適切な人事評価を定着させるとともに、業務遂

行へのインセンティブの向上を目指して、業績及び勤務成績等を給与・

退職金等に確実に反映させる。

(3) 評価・分析の実施

事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析を四半期毎に実施し、その結果

を着実に業務運営に反映させる。

(4) 情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化・電子化の取り組みにつ

いて、業務運営の効率化と情報セキュリティ対策の向上を図るため、次の

事項を推進・実施する。

ア 政府機関統一基準群を含む政府機関における一連の対策を踏まえ、適

宜、信用基金の情報セキュリティ規程等の見直し等を行う。

イ セキュリティインシデントの発生を防止するため、平成２７年度に実

施した外部専門家による情報セキュリティに関するコンサルティングの

結果を踏まえ、技術的対策等の見直しを行う。

ウ 役職員が情報セキュリティ対策の重要性を理解し実践していくため、

情報セキュリティに関する研修を行う。

エ 情報セキュリティに関する監査及び点検を引き続き実施し、結果につ

いてフォローアップを行う。

オ 緊急時を含め、農林水産省・財務省との実効性のある連絡体制を整備

し、情報セキュリティ上の課題について、農林水産省・財務省との情報

交換を積極的に行う。

特に、事故・障害等が発生した場合は、速やかに農林水産省・財務省

の情報セキュリティ責任者に連絡して適切な対策を実施する。

６ 情報システムの整備

主要な情報システムについて、コストの削減、調達における透明性の確保

及び業務運営の効率化・合理化を図る観点から、システムの改善に努める。

７ 調達方式の適正化



調達に係る契約については、「独立行政法人における調達等合理化の取組

の推進について」（平成２７年５月２５日総務大臣決定）及び国における取

組（「公共調達の適正化について」（平成１８年８月２５日付け財計第２０１７

号財務大臣通知））等を踏まえ、次の事項を着実に実施する。

(1) 調達等合理化計画に基づき、一般競争入札等（競争入札及び企画競争・

公募）を着実に実施する。

(2) 契約監視委員会において、調達等合理化計画の策定及び自己評価の際の

点検を行うとともに、個々の契約案件の事後点検を行う。

また、契約審査委員会の活用等により、一般競争入札等について、真に

競争性・透明性が確保される方法により実施されているか、随意契約の理

由が妥当か等契約の適正な実施を図る。

(3) 調達等合理化計画を踏まえた取組状況をウェブサイトに公表し、フォロ

ーアップを実施する。

(4) 監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施につ

いてチェックを受ける。

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置

１ 事務処理の迅速化

利用者の手続面での負担及び事務コストの軽減を図るため、以下の措置を

講じて、事務処理の迅速化を実現する。

(1) 保険引受審査・保険金支払審査、納付回収金の受納、貸付審査等の業務

内容に応じ、利用者の利便性の向上に資する観点から、以下の標準処理期

間内に案件の８５％以上を処理する。

ア 保険通知の処理・保険料徴収 ３７日

イ 保険金支払審査 ２５日

ウ 納付回収金の受納 ２９日

エ 保証審査 ７日

オ 代位弁済 １３５日

カ 貸付審査

農業長期資金 償還日と同日付貸付

農業短期資金 月３回（５のつく日）

農業災害補償 ４日

林業 ３日

漁業長期資金 償還日と同日付貸付

漁業短期資金 ８日

漁業災害補償 ４日

(2) 基金協会等関係機関との間で、保険引受審査、保険金支払審査等に係る

情報の共有、意見調整を着実に行う。

(3) 事務手続の明確化・簡素化など、業務処理の方法の見直しを行う。

２ 国民一般や利用者に対する情報開示の充実及び利用者の意見の反映



(1) 信用基金の業務の必要性、役割及び農林漁業者の事業活動への効果や成

果について、国民一般や利用者を対象に、図表なども含めて分かりやすい

形で幅広く周知するなど情報開示の充実を促進する。

(2) 各業務において、保険引受等の情報・データの取りまとめ、基金協会等

関係機関への提供、パンフレット等を活用したＰＲ活動の推進などの情報

提供に取り組む。

(3) 信用基金の財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、ホームペー

ジを活用して、決算情報・業務内容等に応じた適切な区分に基づくセグメ

ント情報の開示を徹底する。

(4) アンケート調査等の実施により、信用基金の利用者の意見募集を幅広く

定期的に行い、業務運営に適切に反映させる。また、独立行政法人農林漁

業信用基金苦情対応要領に基づき、苦情への適切な対応を行う。

(5) 職員の勤務時間その他の勤務条件を規定した就業規則を公表する。

第３ 財務内容の改善に関する事項

１ 適切な保険料率・保証料率・貸付金利の設定

(1) 保険料率・保証料率については、引受審査能力の向上等による適正な業

務運営を行うことを前提として、農林漁業の特性を踏まえつつ、リスクを

勘案した適切な水準に設定する。

このため、引き続き、業務収支の状況や保険事故等の発生状況の実態を

踏まえ、料率算定委員会において保険料率・保証料率の水準を点検し、必

要に応じて、保険料率・保証料率の見直しを行う。

(2) 基金協会及び共済団体等に対する貸付金利については、貸付目的、市中

金利等を考慮した適切な水準に設定する。

２ 引受審査の厳格化等

(1) 農業信用保険業務及び漁業信用保険業務において、基金協会の保証要綱

等の制定・改正に伴う協議を実施する。また、大口保険引受案件及び大口

保険金請求案件の事前協議を確実に実施するとともに、これまでの取組の

効果を検証する。

なお、平成２６年度及び２７年度において事故率の高い資金等について

事前協議の対象範囲を拡大したところであるが、検証結果を踏まえ、引き

続き対象資金等の拡大について基金協会と検討・協議を行う。

(2) 信用基金職員及び基金協会職員向けの保証審査・求償権管理回収に係る

研修会を開催する。

(3) 研修等による信用基金職員の資質の向上、現地協議の推進等により、信

用基金の相談機能を強化する。

(4) 林業信用保証業務においては、財務状況の的確な判断等による審査の厳

格化、木材関係団体を通じた優良事業体への保証利用促進の働きかけ等に

よる優良保証の確保、金融機関との情報共有の取組を講ずるほか、債務保

証先の財務状況のフォローアップの在り方について専門家を交えた経営診

断・指導等を引き続き実施する。また、中期目標期間中に部分保証の拡充、



審査の厳格化などの多様な手法により収支均衡に向けて引き続き取り組

む。

３ モラルハザード対策

(1) 農業信用保険業務及び漁業信用保険業務について、金融機関におけるモ

ラルハザード防止の観点から、農漁業者の負担や国庫負担の増加を避ける

ことに留意しつつ、部分保証やペナルティー方式（代位弁済時等に一定額

を金融機関が負担する方式）などモラルハザード防止対策に関して、導入

効果を検証の上、引き続き実施するとともに、基金協会等との意見交換等

の連携を深めながら部分保証の対象とすべき資金等について検討する。

(2) 林業信用保証業務について、中期目標期間中に部分保証を拡充するなど、

収支均衡に向けた取組を実施する。

４ 求償権の管理・回収の強化等

(1) ア．回収実績の向上と経費の効率化を図るため、基金協会との連携を強

化するほか、債権回収業者（サービサー）等の活用による回収策につ

いては、平成２５年度に改正された新たな回収委託基準に沿って実施

する。

イ．平成２８年度における回収金収入については、農業信用保険業務に

おいては３，３７２百万円、林業信用保証業務においては３５３百万

円、漁業信用保険業務においては６１２百万円をそれぞれ見込む。

(2) 保険料・保証料、貸付金利息の確実な徴収に努める。

５ 代位弁済率・事故率の低減

代位弁済率及び事故率については、中期目標期間中に保証契約・保険契約

を締結した案件についての代位弁済率及び事故率を指標として、中期目標の

達成に向けての進捗状況の把握に努める。この場合、代位弁済率・事故率は、

経済情勢、国際環境の変化、災害の発生、法令の変更等外的要因により影響

を受けることについて配慮する。

６ 基金協会及び共済団体等に対する貸付け

基金協会及び共済団体等に対する貸付けについては、引き続き適正な審査

を行うとともに、その回収については、確実な徴収に努める。

７ 宿舎の廃止に関する計画

信用基金の保有する職員宿舎について、職員宿舎廃止に係る実施計画（平

成２５年６月２０日付け独信基６０１平成２５年度第５０号）に基づき、職

員退去後の廃止宿舎について、その処分を進める。

第４ その他業務運営に関する重要事項

長期借入金の条件

独立行政法人農林漁業信用基金法（平成１４年法律第１２８号）第１７条

第１項（漁業災害補償法（昭和３９年法律第１５８号）第１９６条の１１第１



項又は林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置

法（昭和５４年法律第５１号）第７条の規定により読み替えて適用する場合）

の規定に基づき、信用基金が長期借入金をするに当たっては、市中の金利情

勢等を考慮し、極力有利な条件での借入れを図る。

第５ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

【別紙】

第６ 短期借入金の限度額

平成２８年度の短期借入金は、農業災害補償関係勘定において１，２２０

億円、漁業災害補償関係勘定において１１０億円を限度とする。

第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 人事に関する計画

(1) 人材の確保

金融、保険業務等の分野において高度な専門性を有する人材の確保に努

める。

(2) 人材の養成

個々の職員の専門性の育成に配慮した人事管理を行うとともに、金融業

務機能の強化を図るための研修を含め、職員に対する研修制度の充実等に

より、民間企業等から採用した人材の専門的な知見を速やかに共有させ、

専門性の高い人材の早期育成を図る。

２ 積立金の処分に関する事項

各勘定の前中期目標期間繰越積立金は、それぞれ農業信用保険業務、漁業

信用保険業務、農業災害補償関係業務及び漁業災害補償関係業務に充てるこ

ととする。



独立行政法人農林漁業信用基金　平成28年度　年度計画（案）

１．予算

 （１）収入

（単位：千円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業災害補償関係勘定 漁業災害補償関係勘定

1,825,379 276,289 365,700 1,183,390 0 0

19,829 0 19,829 0 0 0

10,000 0 10,000 0 0 0

15,100 0 15,000 100 0 0

135,105,646 33,539,989 9,860,869 19,629,650 55,022,314 17,052,824

1,195,151 453,875 284,777 393,589 56,385 6,525

70,528,000 0 1,483,000 0 53,406,000 15,639,000

23,910 22,880 1,000 20 0 10

208,723,015 34,293,033 12,040,175 21,206,749 108,484,699 32,698,359

 （２）支出

（単位：千円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業災害補償関係勘定 漁業災害補償関係勘定

208,967,709 33,851,688 12,651,829 20,708,303 109,107,144 32,648,745

1,855,346 805,779 543,551 415,874 65,586 24,556

直 接 業 務 費 254,976 166,405 39,013 43,950 4,940 668

管 理 業 務 費 258,036 88,023 97,100 55,924 11,248 5,741

人 件 費 1,342,334 551,351 407,438 316,000 49,398 18,147

210,823,055 34,657,467 13,195,380 21,124,177 109,172,730 32,673,301

そ の 他 の 収 入

科 目 総 計

受 入 事 業 交 付 金

政 府 補 給 金 受 入

地方公共団体出資金

民 間 出 資 金

事 業 収 入

運 用 収 入

借 入 金

合 計

合 計

科 目 総 計

運
営
経
費

事 業 費

一 般 管 理 費



２．収支計画

 （１）収益
（単位：千円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業災害補償関係勘定 漁業災害補償関係勘定

5,340,500 3,621,855 395,700 1,322,945 0 0
19,829 0 19,829 0 0 0

9,039,191 6,930,503 458,869 1,565,283 24,712 59,824
1,147,183 425,795 278,759 384,169 51,950 6,510

4,910 3,880 1,000 20 0 10
0 0 0 0 0 0

1,623,397 0 1,623,397 0 0 0
17,175,010 10,982,033 2,777,554 3,272,417 76,662 66,344

 （２）費用
（単位：千円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業災害補償関係勘定 漁業災害補償関係勘定

9,978,356 7,242,208 92,200 2,643,946 1 1

1,863,623 788,490 546,930 432,383 66,469 29,351

直 接 業 務 費 190,235 105,750 34,927 43,950 4,940 668

管 理 業 務 費 255,764 88,024 96,394 55,203 10,648 5,495

人 件 費 1,417,624 594,716 415,609 333,230 50,881 23,188

66,204 52,001 7,615 5,734 515 339

46,660 3,675 20,080 6 6,149 16,750

2,110,729 0 2,110,729 0 0 0

253 108 0 122 0 23

253 108 0 122 0 23

3,109,185 2,895,551 0 190,226 3,528 19,880

17,175,010 10,982,033 2,777,554 3,272,417 76,662 66,344

合　　　　　　計

科　　　　　　目 総　　　計

経
常
収
益

政府事業交付金収入
政 府 補 給 金 収 入
事 業 収 入
財 務 収 益
雑 益

前中期目標期間繰越積立金取崩額

当 期 総 損 失

科　　　　　　目 総　　　計

経
　
常
　
費
　
用

事 業 費

一 般 管 理 費

減 価 償 却 費

財 務 費 用

引 当 金 等 繰 入

臨 時 損 失

固 定 資 産 除 却 損

当 期 総 利 益

合　　　　　　計



３．資金計画

 （１）収入

（単位：千円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業災害補償関係勘定 漁業災害補償関係勘定

138,118,155 34,283,676 10,528,822 21,200,261 55,045,962 17,059,434

44,590 0 4,430 7,250 32,910 0

70,572,100 19,000 1,508,000 100 53,406,000 15,639,000

157,429,847 52,551,755 45,433,604 51,231,727 2,202,205 6,010,556

366,164,692 86,854,431 57,474,856 72,439,338 110,687,077 38,708,990

 （２）支出

（単位：千円）

農業信用保険勘定 林業信用保証勘定 漁業信用保険勘定 農業災害補償関係勘定 漁業災害補償関係勘定

140,288,591 34,651,630 11,712,912 21,123,416 55,766,388 17,034,245

15,406 13,025 544 1,192 514 131

70,528,000 0 1,483,000 0 53,406,000 15,639,000

155,332,695 52,189,776 44,278,400 51,314,730 1,514,175 6,035,614

366,164,692 86,854,431 57,474,856 72,439,338 110,687,077 38,708,990

前年度からの繰越金

科 目 総 計

業務活動による収入

投資活動による収入

財務活動による収入

翌 年 度 へ の 繰 越 金

合 計

合　　　計

科 目 総 計

業務活動による支出

投資活動による支出

財務活動による支出


